
令和4年度政務活動費の使いみち

項　　目 金　　額 構成比

調 査 研 究 費 2,897,367 53.7%

研 修 費 1,485,257 27.5%

広 報 費 407,125 7.5%

広 聴 費 3,654 0.1%

要請・陳情活動費 0 0.0%

会 議 費 0 0.0%

資 料 作 成 費 192,511 3.6%

資 料 購 入 費 52,820 1.0%

人 件 費 0 0.0%

事 務 所 費 359,613 6.7%

合　　計 5,398,347 100%

会 派 名（参加人数）

新 政 ・ 公 明 (5 人 )

津 梁 （ 2 人 ）
無 所 属 （ 1 人 ）

いぶきの会（4人）
無 所 属 （ 1 人 ）

か け は し （ 4 人 ）

無 所 属 （ 1 人 ）

新 政 ・ 公 明 (6 人 )

津 梁 （ 5 人 ）

希望のいぶき(5人)

与 開 之 会 (4 人 )

か け は し （ 6 人 ）

新 政 ・ 公 明 (6 人 )

か け は し （ 6 人 ）

主な調査・研修状況(期日順）：令和４年４月１日～令和５年３月３１日

場　　所 期　　日 内　　    容

岩手県盛岡市 R4/5/23～5/25
〇自治体ＤＸの推進に関する取り組みについて
〇移住・定住の促進、関係人口の創出について

岩手県盛岡市 R4/5/23～5/25
〇自治体ＤＸの推進に関する取り組みについて
〇移住・定住の促進、関係人口の創出について

福岡県福岡市
福岡県大野城市

R5/3/27～3/29
〇福岡市第１給食センターについて
〇大野城心のふるさと館について

R5/1/11～1/13

○ｅスタジアム泉佐野「ｅスポーツについて」
○オンデマンドバスについて
○津波・高潮ステーション「防災について」
○縁結び課縁結び係について

宮古島市

R5/1/24～1/26

栃木県小山市
栃木県那須塩原市
総務省
厚生労働省

R5/1/23～1/26

山梨県甲府市
長野県諏訪市
内閣官房

R4/7/12～7/15
〇甲府ブランド認定制度について
○指定管理者モニタリングの公表について
〇こども家庭庁の設置等について

R4/7/31～8/3
〇盛岡市Ｐａｒｋ・ＰＦＩ事業について
○ろまんちっく村　事業の経緯と指定管理者導入について
〇地域振興に関する取組について

岩手県盛岡市
栃木県宇都宮市

大阪府泉佐野市
大阪府大阪市
大阪府西大坂治水事務所
兵庫県三木市

〇移住定住推進取り組みについて
○議会改革の取り組みについて
〇マイナンバーカード保険証利用について
○南西防衛大綱について

滋賀県大津市（全国市町村
国際文化研究所）

R5/1/10～1/13 ○自治体財政の見方～健全化判断比率を中心に～

岩手県盛岡市 R5/1/11～1/13
〇地域防災計画について
〇公共施設アセットマネジメントについて
○盛岡ブランドの推進について

〇（応用編）地方財政改革のための予算
〇陸上自衛隊勝連分屯地への地対艦ミサイル連隊の配備に関する調査

こども家庭庁
文科省
内閣府
防衛省

R5/1/24～1/26

〇こども家庭庁について
〇部活動の地域移行について
○中部東道路の早期実現について等（要請）
○うるま市での防衛補助事業について等

R5/3/24～3/25
〇家畜糞尿の堆肥化について
〇宮古島駐屯地及び保良訓練場視察について

東京都豊島区
東京都新宿区

調査研究費

53.7%

研修費

27.5%

広報費

7.5%

広聴費

0.1%

要請・陳情活動費

0.0%

資料作成費

3.6%

資料購入費

1.0%
事務所費

6.7%


